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車車間通信を用いた車両間協調による周辺車両群の存在把握
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概要：本論文では，車載レーダやカメラなどの自律安全走行の支援を目的としたデバイスで検出した周辺
車両の情報を車車間通信を利用して共有することで，自車周辺に存在する車両を正しく把握する手法を提
案する．提案手法では車車間通信機器および車両検出デバイスをいずれも搭載しない車両（非搭載車両）
が一定の比率で存在する環境を想定する．そのうえで，車載器の搭載車両間で共有する情報を適切に重畳
することにより高精度に車両位置を推定し，非搭載車両を含めた周辺車両群の存在把握を行う．このとき，
各搭載車両が推定に利用する情報には車載器の性能や車両情報の取得タイミングに起因する誤差が含まれ
るため，それらの影響がなるべく小さくなるよう工夫する．シミュレーションにより，搭載車両の存在比
率が 30%程度であっても自車周辺の半径 500 m以内に存在する車両の約 60%を位置誤差が 2.0m以下とな
る精度で把握できることを示した．
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Abstract: In this paper, we propose a cooperative awareness method in which multiple vehicles coopera-
tively calibrate their positions and recognize neighboring vehicles. In the proposed method, only limited
vehicles are equipped with GPS receivers, DSRC devices and vehicle detection devices such as all directional
sensors or cameras, and these vehicles share their positions from GPS signals or relative positions calculated
by observation among equipped vehicles. Then, the proposed method aims that each equipped vehicle recog-
nizes its neighboring vehicles including indirect neighbors by combining various pieces of position information
with different degrees of accuracy. The simulation experiment have revealed that about 60% of neighboring
vehicles located within a 500m radius of own position are recognized within 2.0m errors in the environment
that the penetration rate is even 30%.
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1. はじめに

近年，カーナビゲーションシステムの高度化と普及にと

もない路車間 DSRC（狭域通信）を用いてドライバにリ
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a) a-fujita@ist.osaka-u.ac.jp
b) ta-umedu@biwako.shiga-u.ac.jp
c) h-yamagu@ist.osaka-u.ac.jp
d) higashino@ist.osaka-u.ac.jp
e) skaneda@spacetime-eng.com
f) takai@ist.osaka-u.ac.jp

c© 2015 Information Processing Society of Japan 2092



情報処理学会論文誌 Vol.56 No.11 2092–2105 (Nov. 2015)

（ITSスポット）[1]やDSSS（安全運転支援システム）[2]な

どのシステムが広がりを見せている．現在では広域にわた

る交通情報のリアルタイム配信による渋滞回避支援，道路

上の落下物や故障車両などの通行時に支障となりうる情報

の提供による安全運転支援をはじめとするサービスが提供

されており，今後は経路情報を活用したサービスの展開が

予定されている．これらの情報配信システムは路側機の設

置が前提となるため，細街路を含む全域へのサービス展開

がコスト的に容易でないことが課題となっている．また，

このような路車協調によるシステムに加え，携帯電話網の

通信速度の向上やスマートフォンの爆発的な普及を背景と

した携帯電話網を利用する情報配信サービスが開始されて

いる．特に，プローブカーとよばれる車両が自車の位置や

速度の情報を交通情報の処理サーバに送信し，サーバ側で

は送信された情報を解析することによりリアルタイムの交

通情報を車両に配信するサービス（本田技研工業株式会社

のインターナビ [3]など）や車載カメラで撮影した動画像を

サーバにアップロードしユーザ間で共有するサービス（パ

イオニア株式会社の cybernavi [4]）が実用化されている．

しかし，GPS精度や普及率に課題を残しており，現状では

車線レベルで車両や車列の存在を正確に把握するには至っ

ていない．

そこで，路側機が設置されていない道路を通行する車両

に交通情報を配信するために車車間通信を活用すること

が考えられている．たとえば，車車間通信機器を搭載した

車両が GPSにより取得した自車の現在地情報を定期的に

DSRCでブロードキャスト送信することで，周辺車両の存

在把握を行うことができる．しかし，GPS精度によっては

ある特定の車両が別車両と認識されるなどの悪影響が考え

られる．一方で，車載レーダやカメラなどの自律安全走行

の支援を目的としたデバイスが普及段階にある．これらの

デバイスを利用することにより自車の周囲に存在する車両

を直接検出することが可能になってきている [5], [6]．

このような現状をふまえ，本論文では全方位レーダや全

方位カメラなどの車両検出デバイスにより検出した車両の

情報を車車間通信で共有することにより，自車周辺に存在

する車両を正確に把握するための手法を提案する．車車間

通信機器や車両検出デバイスは今後，多数の新車に搭載さ

れることが見込まれているが [7]，それらの普及段階におい

ては搭載していない車両（非搭載車両）の存在を無視する

ことはできない．そこで，本手法では GPS受信機，車両

検出デバイス，および，車車間通信機器を保持する搭載車

両が一定の比率で存在する環境を想定し，GPSで測位した

自車の現在地情報と車両検出デバイスの検出結果から算出

した車両の相対位置情報を車車間通信を利用して搭載車両

間で共有する．各搭載車両では自車と周辺の搭載車両が過

去および現在に測位した位置情報を利用して現在の位置を

推定することで周辺車両の存在把握を行う．このとき，過

去の位置情報より生成する予測位置は時間経過にともない

誤差が増大するため，推定位置の誤差の大きさ（程度）も

同時に求める．このようにして，車両検出デバイスによる

検出だけは把握の難しい車両も含め，車両位置を高精度に

推定することにより周辺把握を行うことを本手法の目的と

する．

搭載車両間で共有する位置情報には自車の GPS位置と

車両検出デバイスで検出した車両の相対位置を含めるが，

複数の車両の位置情報を組み合わせて整合性がとれた車両

分布を求める必要がある．このとき，測位精度によっては

誤って車両を認識するなどの悪影響が考えられるが，本手

法では異なる時刻に異なる車両が取得した位置情報を利用

し，時間経過にともなう車両の移動などによる誤差を考慮

したうえで推定誤差を算出する．そして推定誤差に基づく

加重平均により現在地を求めることで，測位精度の影響を

軽減するよう工夫している．車両の相互把握に関する研究

において非搭載車両の存在を想定した研究は調査した限り

では存在しないため，この点が新規性につながると考えて

いる．

様々なシナリオにおける ITSの通信性能評価が可能な

ネットワークシミュレータ Scenargie [8] を用いたシミュ

レーション実験により提案手法の性能評価を行った．見通

しの悪い交差点周辺の道路を評価エリアとし，搭載車両の

存在比率を変化させて評価をした結果，存在比率が 30%程

度であっても自車周辺の半径 500 m以内に存在する車両の

約 60%を位置誤差が 2.0 m以下となる精度で把握でき，ま

た，存在比率が 50%を超えた場合では約 90%の車両を同じ

く位置誤差 2.0 m以下となる精度で把握できることを確認

した．

2. 関連研究

2.1 GPSを用いた車両検出および車両位置特定技術

車両の現在地情報を取得する方法としては一般に GPS

が用いられ，様々なアプリケーションにおいて利用されて

いる．地球の周囲に存在する複数の GPS衛星から送信さ

れる信号を受信することで，緯度，経度，高度の 3次元位

置情報を測位する [9]．しかし，GPS測位の精度は信号を

受信できる GPS衛星の数や，マルチパスとよばれる建物

などの障害物に反射した信号に影響を受けることが知られ

ている [10]．そのため，走行環境によっては測位したGPS

位置の誤差が大きくなる可能性があり，Drawilら [11]は都

市部の高層建築物間において誤差が 80 mを超える場合が

あることを示している．しかし，一般財団法人日本自動車

研究所の発表資料 [12]では，交差点での出会い頭の衝突回

避をはじめとする運転支援や隊列走行における車間距離制

御では位置精度を誤差 1 m程度に抑制する必要があると指

摘されている．したがって，車両位置の精度向上は必須の

課題である．
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そのため，GPSを補完する技術が多く開発されている．

高精度の現在地情報の取得を目的とするシステムや研究の

多くは，D-GPS（Differential GPS）を想定し，速度計や

加速度センサなどのハードウェア情報を併用することで位

置を補正するアプローチを採用している．Rezaeiら [13]は

D-GPSを用いて測位した位置情報と車輪に配置した速度

センサのデータをカルマンフィルタの適用により統合し補

正している．Rife [14]は車載カメラから得られた画像情報

から道路の白線を検出し，GPSを用いて測位した位置情報

と統合することにより走行車線を推定する手法を提案して

いる．Costa [15]はGPS位置の精度に与える影響要因とし

て高層建築物や道路周辺の街路樹をあげ，これらの情報を

データベース化し GPS衛星からの信号取得状況の推定に

利用している．また，Leeら [16]は RFIDをベースに固定

ノードの位置情報を利用した走行車線レベルの位置推定手

法を提案している．しかし，これらの手法はあくまで自車

の位置精度の向上を目指したものであり，周辺車両の存在

把握については考慮されていない．

2.2 協調 ITSに関する研究と本論文の位置付け

車両間協調を想定したシステム（協調 ITS）で必要とさ

れるネットワーク技術や技術的諸課題についての研究が進

んでいる．Bohmら [17]は安全系アプリケーションにおい

て車両位置や速度などの基本的な情報を扱う協調認識メッ

セージ（Cooperative Awareness Message，CAM）を送信

する場合において通信遅延が問題になることをふまえ，下

位層プロトコル（IEEE 802.11p）でデータレートと送信の

優先度を設定し，走行環境に応じて動的に制御する方式を

提案している．その中で車列の先頭車両にメッセージをブ

ロードキャスト送信する機会を多く与えるよう制御するこ

とで，送信遅延を抑制すると同時に効率的な帯域利用が達

成できることを示している．また，CAMの送信電力や送

信間隔がパケット到達率，遅延時間，および，車両間の干

渉に与える影響を，Fallahら [18]はシミュレーションによ

り，d’Oreyら [19]は実環境においてそれぞれ実験してい

る．di Bernardoら [20]は隊列走行では車両をノードとす

る動的ネットワークのトポロジが構成されているとして，

安定な隊列を維持するための分散型制御プロトコルを提案

している．提案プロトコルでは時変の通信遅延の発生を考

慮し，車両相互の位置関係や送信パケットの特性を解析す

ることでパケットの送信間隔や送信レートを制御している．

これらをはじめとした協調 ITSに関する研究の多くは安

全走行支援を目的とするアプリケーションを前提とし，通

信遅延やパケットロスなどを主な評価指標としている．一

方，Joererら [21]はそれらの評価指標に加えて車両の走行

環境に依存する評価指標の必要性について言及している．

その中で交差点の周辺における評価指標として衝突確率を

あげ，相対位置や CAMの送信間隔をパラメータとする衝

突確率の推定手法を示している．

また，協調 ITSにおける周辺把握を目的とした研究とし

て，Ansariら [22]は DSRC機器を搭載した車両が自車の

位置情報を定期的にブロードキャスト送信し，あらかじめ

定めた領域の単位で周囲車両の相対位置を管理する手法を

提案している．提案手法ではリアルタイムの車両情報を管

理するデータセンタを想定し，通信可能な周囲車両が存在

しない場合はデータセンタより相対位置情報を取得できる

よう工夫している．Zardoshtら [23]は車載カメラにより検

出した車両の位置情報を複数車両間で共有し，特定の車両

を車両間協調によりトラッキングするアプローチを示し，

シミュレーション実験によりその有効性や課題を述べてい

る．この方法では交差点周辺の見通しの悪い環境や交通量

の多い道路など，単一車両の車載カメラだけでは継続した

トラッキングが困難となる環境においても，他車両が検出

した対象車両の位置情報を利用することにより間接的に

トラッキングを継続できるが，位置誤差を考慮していない

ため車両の誤認識が発生する可能性がある．また，Amini

ら [24]は GPS位置に依存しない携帯端末を用いた協調位

置追跡手法を GPS精度が課題である車車間通信環境にお

いて適用する場合の問題点を指摘している．これらの手法

は車両の周辺把握に利用できる可能性はあるが，本論文で

想定する車載器の非搭載車両が存在する環境における適用

は困難である．

以上のような協調 ITSの枠組みにおいて，本論文で提案

する手法は車両検出デバイスを搭載した車両が自律的に周

囲の車両を検出し，車両間の協調により位置情報などを共

有することで，非搭載車両や直接検出できない車両を含め

た周辺把握を行うことを目的としている．

3. 想定環境

3.1 無線通信方式

現在，高度交通システム（Intelligent Transportation Sys-

tems，ITS）における通信プロトコルの規格化が進めら

れており，米国では上位層としてWAVE（Wireless Ac-

cess for Vehicular Environments）[25]，その下位層として

IEEE802.11p [26]がそれぞれ規格化されている．また，ITS

における狭域通信用帯域として米国では 5.9GHz帯，日本

では 700 MHz帯と 5.8 GHz帯の周波数帯がそれぞれ割り

振られている．IEEE802.11pの場合，通信速度は 3 Mbps

から 27 Mbps，最大通信可能距離は 300 mから 1000 mと

想定されている．WAVEはトランスポート層およびネッ

トワーク層の規格で，IEEE1609ファミリ [27]として標準

化されており，DSRCのためのアーキテクチャやセキュリ

ティ，物理層アクセスなどを定義している．また，WAVE

では ITSアプリケーションで用いられるメッセージセッ

トとして SAE J2735 [28]を想定している．SAE J2735に

おける Basic Safety Message（BSM）は米国ミシガン州の
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Connected Vehicle [29]の実証実験などで利用されている．

表 1 に示す各情報を含めることができ，100ミリ秒ごとに

ブロードキャスト送信することが定められている．

米国におけるWAVEプロトコルスタックは ITSアプリ

ケーションにおける将来的な標準規格として用いられる可能

性が高いことから，本論文においてもWAVE/IEEE802.11p

を想定した設計を行っている．

3.2 車両モデル

4章で述べる提案手法では一部の車両が車載器（GPS受信

機，速度計，車両検出デバイス，および，WAVE/IEEE802.11p

通信機器）を搭載する環境を想定する．以下，ここにあげ

た車載器をすべて搭載する車両を搭載車両，いずれも搭載

しない車両を非搭載車両とそれぞれよぶ．なお，各車載器

は Basic Safety Messageの送信間隔に合わせ 100ミリ秒を

単位とするタイムスロットを基準として動作するものとす

る．搭載車両は IEEE802.11pの仕様に従い 48ビットの固

有のMACアドレスを保持し，このアドレスを車両を識別

するための車両 IDとする．また，搭載車両 iの無線範囲

内に存在する車両を車両 iの近接車両，車両 iが把握して

いる車両の推定位置や速度などの情報を車両 iが保持する

推定情報とそれぞれよぶ．

以下，搭載車両の動作について述べる．搭載車両は Tg

ごとに GPSを用いて自車の現在地情報を取得する．GPS

を用いて取得した位置をGPS位置とよび，取得間隔 Tg は

1秒（10タイムスロット）とする．また，Tz ごとに速度計

を用いて自車の速度情報を取得し，同時に車両検出デバイ

ス（ミリ波レーダ）を用いて周囲の見通し車両の相対角度

や距離を測定する．取得間隔 Tz は 100ミリ秒（1タイム

スロット）とし測定結果は十分に高性能であるとするが，

障害物に遮られる場所に位置する車両などの直接見通すこ

とのできない車両は検出できないものとする．また，検出

対象を四輪車両に限定し，二輪車両や人，道路上の障害物

などは考慮しない．

搭載車両 iが車両検出デバイスを用いて検出した車両を

車両 iの観測車両とよび，観測車両の相対角度や距離の情

報から自車の位置を基準とする観測車両の相対位置を算出

し，さらに以前に算出した相対位置を用いて観測車両の速

度を求める．観測車両の相対位置や速度などの情報は観測

情報とよぶ．なお，検出した車両の車両 IDは分からない

ため，搭載車両が独自に車両 IDを付与する．

GPS位置，相対位置，および，速度の誤差は平均 0の正

表 1 Basic Safety Message のフォーマット

Table 1 Basic Safety Message format.

Part 1 車両の基本情報（位置，速度，大きさ，重量など）

Part 2 車両のイベントに関連する情報

Part 3 アプリケーションにより定義された情報

規分布に従うものとし，分散をそれぞれ σ2
g，σ2

r および σ2
v

で表す．ここで，GPSの位置誤差は 2.1 節で述べたように

走行環境に依存して増大することが考えられるため，σ2
g は

σ2
r や σ2

v と比べて大きいと仮定している．また，デバイス

の一般的な動作周波数を考慮して，Tg および Tz の値を 1

秒，100ミリ秒とそれぞれ定めているが，提案手法はそれ

らの特定値には依存しない．

搭載車両は Ts ごとに現時刻において自車が保持する観

測情報と推定情報を Basic Safety Messageの Part 3に含

めブロードキャスト送信する．送信間隔 Ts は 100ミリ秒

とし搭載車両間でメッセージの同期は行わない．これによ

りメッセージの衝突が発生するが，GPS位置の取得までに

メッセージを数回受信できれば推定位置の算出が行えるよ

う手法を設計するため，メッセージの衝突は許容し Ts を

規格に準拠する 100ミリ秒に定めている．

4. 提案手法

4.1 提案手法の概要

提案手法の構成を図 1 に示す．搭載車両 iは GPS位置

と車両検出デバイスで検出した車両の相対位置に基づき，

自車と観測車両の位置を推定する．車両 iの GPS位置と

観測車両の相対位置の組合せから生成する現時刻の予測位

置を推定位置候補とよぶ．

図 2 に示すように推定位置候補の生成では自車の観測情

報に加えて近接車両 j の観測情報を利用する．このとき，

車両検出デバイスを用いた検出では車両 IDが分からない

ことから，車両 j の観測車両と同一の車両の推定情報を保

持しているか否かを判定する必要がある．そのため，相対

位置に基づくマッチング（車両判定）を行う．マッチング

の方式については 4.4 節で述べる．

また，現時刻の GPS位置と観測車両の相対位置に加え，

過去の推定情報から予測した位置も推定位置候補の生成に

利用する．このとき推定誤差をあわせて求め，推定誤差の

逆数を重みとする加重平均により現時刻の車両位置を推定

する．複数の推定位置候補を利用するのは各推定位置候補

図 1 提案手法の構成

Fig. 1 Overview of the proposed method.
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図 2 搭載車両 i における車両位置の推定

Fig. 2 Estimating vehicle’s position in vehicle i.

の誤差が平均 0の正規分布に従うことを想定しており，中

心極限定理の前提条件を充足するためである．推定位置の

算出においてこの定理を適用することにより位置精度の向

上を実現する．この妥当性については 4.5 節で議論する．

ただし，時間経過にともなう信頼度の劣化により，過去の

推定情報から生成した推定位置候補は大きな誤差を含む可

能性が高い．このため，推定位置候補ごとに経過時間に応

じた推定誤差を定める．

このようにして求めた車両ごとの推定位置は推定結果の

信頼度を表す尤度とともに推定情報として保持する．この

とき，ある車両についての推定情報を自車と近接車両が保

持しており，かつ，近接車両が推定した推定位置の尤度の

方が大きい場合には，近接車両の推定情報に更新する．こ

のようにして近接車両間で最も高精度に推定された推定位

置を保持できるようにする．

4.2 観測情報と推定情報の生成

搭載車両 iは GPS位置を Tg ごとに測位，また観測車両

の相対位置と速度を Tz ごとに算出し，観測車両ごとに観

測情報 Oi(a)を生成する（式 (1)）．

Oi(a) = (t,pi, ra,va) (1)

なお，“a”は車両 iが付与した観測車両の車両 IDとし，

tが Oi(a)の生成時刻，pi が iの推定位置，ra が aの相対

位置，va が aの速度をそれぞれ表す．

また，搭載車両 iは図 2 に基づき推定位置や尤度を含む

推定情報 E(a)を生成する（式 (2)）．

E(a) = (t,pa, p̃a, ra,va) (2)

なお，tが E(a)の生成時刻，pa が aの推定位置，p̃a が

pa の尤度，ra が aの相対位置，va が aの速度をそれぞれ

表す．

図 3 相対位置に基づく車両判定

Fig. 3 Vehicle identification based on relative positions.

4.3 車車間通信メッセージの処理

3.2 節で述べたように，観測情報と推定情報は Basic

Safety Messageの Part 3に載せて送信する．以降，メッ

セージ内の車両 v に関する情報をM(v)で表す．M(v)は

推定情報 E(v)と車両 vに一致する観測情報Oi(a)（ID“a”

は車両 iによって付与された車両 vの車両 ID）の組とする

（式 (3)）．

M(v) = (E(v), Oi(a)) (3)

車両 iが搭載車両 j から Basic Safety Messageを受信し

たとき，車両 uに関する情報：M(u) = (E(u), Oj(b))から

観測情報Oj(b)を取り出し，これと一致する推定情報E(v)

を探索する．E(v)が存在し，かつ，E(u)に含まれる尤度

p̃u が E(v)に含まれる尤度 p̃v よりも大きいとき，E(u)を

E(v)に更新する．

4.4 相対位置に基づく車両判定

車両検出デバイスによる検出では観測車両の車両 IDが

分からないため，相対位置を用いた車両判定を行う．また，

より多くの観測情報を推定に利用するために，車両 iの推

定情報 E(a)と車両 jが車両 iとは異なる車両 IDで認識し

ている車両 aの観測情報 Oj(b)（ID“b”は車両 j によって

付与された車両 aの車両 ID）が同一車両であるか否かを判

定する必要がある．この車両判定（マッチング）の流れを

図 3 に示す．関数Matchingは車両 iが Oj(b)（j �= i）を

取得し，かつ，E(a)が存在する場合に車両 iの推定情報と

車両 j の観測情報に含まれる相対位置の一致数（Nmatch）

をMatching(E(a), Oj(b))に加算することで更新する．

E(a)を更新する場合には式 (4)を満たす Oj(b)を利用

する．

b = argx maxMatching(E(a), Oj(x)) (4)

図 4（推定情報，観測情報をそれぞれトポロジで
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図 4 関数Matching の更新例

Fig. 4 Updating a function Matching.

図 5 推定位置の算出過程

Fig. 5 Calculating of an estimated position.

表現している）を例に，関数 Matching の更新の過程

を説明する．車両 E の観測情報 OE(E) が車両 A の

推定情報 E(γ) と相対位置が一致し，{OE(δ), E(A)}，
{OE(ε), E(α)}，{OE(θ), E(β)} の相対位置がそれぞれ一
致するため（Nmatch = 3），Matching(E(γ), OE(E))に 3

を加算する．同様に，OE(E) が車両 A の推定情報 E(α)

に一致し，{OE(θ), E(A)} の相対位置が一致するため
（Nmatch = 1），Matching(E(γ), OE(E))に 1を加算する．

一致する推定情報が存在しない場合は推定情報 E(b)を新

たに生成し，Matching(E(b), Oj(b))に初期値を設定する．

4.5 推定位置と尤度の更新

推定位置と尤度の更新は図 5 に示すように搭載車両 iが

GPS位置を取得したか否かに応じて，以下のいずれかの処

理を実行する．

• GPS位置を取得しなかった場合

車両 aの推定位置 paは以前の推定位置 p′
aから速度

va を用いた線形予測を適用することで更新する．こ

の場合，pa の尤度 p̃a は前のタイムスロットで求めた

尤度 p̃a
′ と現在のタイムスロットの速度誤差 σ2

v を用

いて更新する（式 (5)）．

p̃a =
1√

1

p̃a
′2 + σ2

v

(5)

• GPS位置を取得した場合

車両 aの推定位置 paを更新するために，まず 4.4節

で述べたマッチング方式により推定情報 E(a) と一

致すると判定した観測情報に含まれる GPS位置や相

対位置から推定位置候補 q1, . . . ,qn を生成し，各 ql

（l = 1, . . . , n）について推定誤差 q̃l を算出する．

現時刻のタイムスロット tに対し，k タイムスロッ

ト前に測位された車両 aの GPS位置からは [t − k, t]

間に観測された車両 aの速度を用いた線形予測を適用

することで ql を生成する．このとき，GPS位置誤差

σ2
g と kタイムスロット間で蓄積された速度誤差 σ2

v を

考慮し q̃l を定める（式 (6)）．

q̃l =
√

σ2
g + kσ2

v (6)

一方，現時刻のタイムスロット tに対し，k′ タイム

スロット前に搭載車両 bによって観測された車両 aの

相対位置 raからは kタイムスロット前（k > k′）に測

位された車両 bのGPS位置，[t− k, t− k′]間に観測さ

れた車両 bの速度，および，[t− k′, t]間に観測された

車両 aの速度を用いた線形予測をそれぞれ適用するこ

とで qlを生成する．このとき，GPS位置誤差 σ2
g と k

タイムスロット間で蓄積された速度誤差 σ2
v，および，

相対位置誤差 σ2
r を考慮し q̃l を定める（式 (7)）．

q̃l =
√

σ2
g + kσ2

v + σ2
r (7)

この方針に基づく車両 aの推定位置候補の生成例を図 6

に示す．時刻 t1 から t4 において図 6 (a)のように搭載車

両 aと bが動くとき，GPS位置より生成する推定位置候

補は t4 で測位した GPS位置から直接生成した q1 と t1 で

測位した GPS位置を t1 から t4 までの車両 aの速度を用

いた線形予測を適用することにより生成した q2 の 2つで

ある（図 6 (b)）．また，相対位置より生成する推定位置候

補は t3 における車両 bの推定位置と相対位置より算出し

た t3 における車両 aの推定位置から t3 から t4 までの車両

aの速度を用いた線形予測を適用することにより生成した

q3 である（図 6 (c)）．

以上のような方針により生成する推定位置候補 ql

（l = 1, . . . , n）に対し，推定誤差 q̃lの逆数を重みとする加重

平均により車両 aの新しい推定位置paを算出する（式 (8)）．
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図 6 推定位置候補の生成例

Fig. 6 Generating of position candidates.

また，paの尤度 p̃aは piが平均 0，分散 n/
(∑n

i=1(1/q̃l)
)2

の正規分布に従い，中心極限定理の前提条件を充足するこ

とから式 (9)のように定める．

pa =

∑n
l=1

1
q̃l

ql∑n
l=1

1
q̃l

(8)

p̃a =
1√√√√ n(∑n

l=1(1/q̃l)
)2

(9)

以下では，推定位置候補が情報源において互いに独立で

あり，かつ，推定誤差が平均 0の正規分布に従うとき，そ

れらの加重平均で算出する推定位置 pa の誤差も平均 0の

正規分布に従い，その標準偏差は式 (9)の分母となること

を示す．

ロボット分野やセンサネットワーク分野では，位置誤

差の解析のために中心極限定理が利用されていることか

ら [30], [31]，提案手法においてもこの定理を適用すること

により位置精度の向上を実現する．中心極限定理は平均 μ，

図 7 定理 1 の解析（X̄ の標準偏差）

Fig. 7 Analysis of Theorem 1 (standard deviation of X̄).

分散 σ2
0 のある同一の分布から無作為に抽出された独立確

率変数の列 X1, X2, . . . , Xn において抽出数 nが十分に大

きいとき，それらの確率変数の平均 X̄ は近似的に平均 μ，

分散 (σ/n)2 の正規分布に従うことを表す．特に，各確率

変数が正規分布に従うとき，有限の nにおいて中心極限定

理の条件を充足する．たとえば，確率変数が平均 0，分散

1の正規分布に従うとき，X̄ の標準偏差は n = 10 におい

て約 0.32 となる．この性質をふまえ，複数の推定位置候

補の平均を推定位置 pa に，また標準偏差の逆数を尤度 p̃a

にそれぞれすることで，各推定位置候補よりも高精度の推

定位置を得ることができる．

中心極限定理を適用するためには，各確率変数が互いに

独立であり，かつ，同一の分布に従う必要があるが，推定

位置候補は異なる車両が異なる時刻に測定した情報源から

生成されるため，それらの従う分布は必ずしも同一の分布

になるとは限らない．そこで，異なる分布から抽出された

確率変数に対してもある条件を満たすことで中心極限定理

の前提条件が充足可能であることを示す．

定理 1. 平均 μ，分散 σ2
i の正規分布からそれぞれ抽出した

独立確率変数の列 X1, X2, . . . , Xn に対し（ただし μはす

べての i（1 ≤ i ≤ n）で共通とする），それらの確率変数の

平均 X̄ は有限の nにおいて平均 μ，式 (10)で定義する分

散 σ2 の正規分布に従う．

σ2 =
∑n

i=1 σ2
i

n2
(10)

定理 1 は確率変数が互いに独立であり，同じ平均 μと異

なる分散 σ2
i の正規分布から抽出された場合において，中

心極限定理が適用可能であることを意味している（証明は

付録 A.1 に掲載する）．提案手法では各情報源の誤差が平

均 0の正規分布に従うことを想定しているため適用可能で

ある．

図 7 に互いに独立な確率変数Xi（1 ≤ i ≤ n）が平均 μ，

標準偏差 σ0 + δ× (i−1)（δ はある正数）に従う場合におけ

る n個の確率変数の平均 X̄ の標準偏差を示す．σ0 = 1.0，

δ = 0.5の場合，n > 7において X̄ の標準偏差は 1.0以上

となり，X1 の標準偏差 1.0よりも大きくなっている．こ
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図 8 定理 2 の解析（X̄ の標準偏差）

Fig. 8 Analysis of Theorem 2 (standard deviation of X̄).

のことは大きな推定誤差を持つ推定位置候補 ql が存在す

る場合，推定位置 pa の推定誤差が ql の推定誤差よりも大

きくなる可能性があることを意味する．

そこで，X̄ を相加平均として求める代わりに，q̃l の逆数

を重みとする加重平均として求めるようにする．定理 2 に

おいて，加重平均として求める場合でも X̄ は正規分布に

従い中心極限定理が適用可能であることを示す．なお，証

明は付録 A.2 に掲載する．

定理 2. 平均 μ，分散 σ2
i の正規分布からそれぞれ抽出した

独立確率変数の列 X1, X2, . . . , Xn に対し（ただし μはす

べての i（1 ≤ i ≤ n）で共通とする），各確率変数Xi に重

みを 1/σi として与えた場合の加重平均 X̄（式 (11)）は有

限の nにおいて平均 μ，式 (12)で定義する分散 σ2 の正規

分布に従う．

X̄ =
∑n

i=1(Xi/σi)∑n
i=1(1/σi)

(11)

σ2 =
n(∑n

i=1(1/σi)
)2 (12)

図 8 に互いに独立な確率変数Xi（1 ≤ i ≤ n）が平均 μ，

標準偏差 σ0 + δ × (i− 1)（δ はある正数）に従う場合にお

ける標準偏差の逆数を重みとする n個の確率変数の加重平

均 X̄ の標準偏差を示す．どのパラメータにおいても nが

大きいほど X̄ の標準偏差は小さくなっている．したがっ

て，提案手法では推定位置候補 ql の加重平均により推定

位置 paを算出することで位置精度の向上を実現している．

5. 性能評価

5.1 評価目的

提案手法の評価のために，以下の 3点を評価の目的とす

るシミュレーション実験を行った．

• 非搭載車両の存在比率による影響
– サービス開始当初でもある程度の周辺把握を達成で

き，また，車載器の普及にともない十分な周辺把握

を達成できることを示すため

図 9 シミュレーションマップ

Fig. 9 Simulation map.

表 2 車載器モデルのパラメータ設定

Table 2 Settings of on-board sensors.

車載器名 測位誤差分布 取得間隔

GPS 受信機
標準偏差 σg=5m，

1 秒
平均 0 m の正規分布

速度計
標準偏差 σv=0.25m/s，

100 ミリ秒
平均 0 m/s の正規分布

車両検出デバイス 標準偏差 σr=0.25 m，
100 ミリ秒

（ミリ波レーダ） 平均 0 m の正規分布

• 車両位置精度と直接検出できない非搭載車両を含めた
周辺把握

– 既存の周辺把握手法と比較した場合の提案手法の特

色であるため

• 見通しの悪い交差点の周辺環境における合理的な性能
の達成

– 米国の国家道路交通安全局のレポート [32]で上記の環

境が安全運転支援を目的とする ITSアプリケーショ

ンの評価シナリオとしてあげられているため

5.2 シミュレーション設定

図 9 に示す車幅 5 m，長さ 1000 mの片側 2車線である

合計 4車線の道路が交わる交差点の周辺環境を想定した．

ここでは車両検出デバイスで直接見通すことのできない車

両を考慮するため，交差点の角に見通しの障害となる 4つ

の建物を配置している．そして，図 9 のシミュレーショ

ンマップ上を走行する車両のモビリティデータをミクロ交

通流シミュレータ VISSIM [33]により生成した．VISSIM

は車間距離や速度をパラメータとする確率分布モデルに従

い車両の発進や追従といったミクロな挙動を再現できるシ

ミュレータであり，このシミュレータを用いて車両密度が

0.05台/mとなるモビリティデータを生成した．

車載器モデルは表 2 に示すパラメータ設定とした．ミリ
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表 3 通信プロトコル設定

Table 3 Settings of communication protocol.

項目 設定

通信プロトコル WAVE / IEEE 802.11p

無線伝搬モデル ITU-R P.1411 [36]

メッセージセット SAE J2735 Basic Safety Message

表 4 通信パラメータ設定

Table 4 Settings of communication parameters.

パラメータ 設定値

送信電力 23 dbm

周波数帯域 5.9 GHz

データレート 6 Mbps

最大通信範囲 300 m

メッセージ送信間隔 100 ms

波レーダなどの車両検出デバイスは近年，高性能化が進ん

でいる．稲葉ら [34]は車載用ミリ波レーダの基本原理や性

能をあげたうえで普及のための課題を述べている．また，

Heath Jr. [35]はミリ波レーダの車車間通信や路車間通信

への応用可能性について議論している．シミュレーション

実験ではこれらの文献で述べられているミリ波レーダの特

性に基づき最大検出距離を 100 m，視野角を 360度（車両

の前後左右に配置）とした．

シミュレーション実験は ITSの通信性能評価が可能な

ネットワークシミュレータ Scenargieを用いて行った．表 3

および表 4 に通信プロトコルとパラメータの各設定を示

す．非搭載車両の存在比率による影響を評価目的とするた

め，搭載車両の存在比率を評価パラメータとし，以降，装

備率とよぶ．また，評価指標とする位置誤差は各搭載車両

の推定情報に含まれる各車両の推定位置誤差（実際の車両

位置と推定位置のユークリッド距離）の平均値として定義

し，すべての搭載車両における位置誤差の平均値を平均位

置誤差とよぶ．

5.3 評価結果

5.3.1 周辺把握の時間推移

時間経過にともなう周辺車両の把握状況の変化について

述べる．図 10 および図 11 にシミュレーションの開始直

後と 3秒経過時における Scenargieのスナップショットを

示す．図中の青色および赤色矩形は VISSIMで生成したモ

ビリティデータの位置（実車両位置）に対応する．本評価

では赤色矩形で示した搭載車両に着目し，この車両の保持

する推定情報に含まれる推定位置を図中で黄色矩形（推定

車両）として表現している．なお，装備率は 50%である．

シミュレーションの開始直後においては推定車両は赤色

矩形の近傍に偏っていることが分かる．これらの多くは車

両検出デバイスにより直接観測した車両であり，近接車両

の観測情報や推定情報を用いた周辺把握が十分にできてい

図 10 赤色矩形車両の周辺把握（シミュレーション開始直後）

Fig. 10 Situation awareness of a red vehicle (at the start of

the simulation).

図 11 赤色矩形車両の周辺把握（3 秒経過時）

Fig. 11 Situation awareness of a red vehicle (3 seconds

elapsed).

ない．また，実車両位置と推定位置のずれが明らかであり

位置誤差が大きいことが分かる．これは，表 2 で示したよ

うに車両検出デバイスの誤差は GPSの誤差と比べて小さ

いが，赤色矩形の車両の位置誤差が大きいことによる影響

である．

一方，3秒経過時では，交差点周辺に存在する多数の車

両を認識している．このことは近接車両の観測情報や推定

情報を推定に利用することで，自車の車両検出デバイスだ

けでは直接観測できない車両を認識できたことを表す．ま

た，搭載車両間でより精度の高い推定情報を共有している

ことから，開始直後と比べて推定車両の位置精度が向上し

ている．

5.3.2 周辺把握性能

本評価では，評価指標として認識率 R(d, r) を用いる．

図 9 のシミュレーションマップ内に存在する自車の現在地

周辺の半径 rm以内の領域に存在する車両を周辺把握の対

象とし，その円領域に含まれるすべての車両に対して誤差

dm以下で一意に認識した車両比率を求め，すべての搭載

車両における車両比率の平均値を R(d, r)と定義する．

図 12 および図 13 は，シミュレーションの開始直後を

0秒とした認識率 R(d, 300)，R(d, 500)の時間経過にとも
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図 12 認識率 R(d, 300) の時間経過にともなう推移（装備率 50%）

Fig. 12 Transition of R(d, 300) (The penetration rate is 50%).

図 13 認識率 R(d, 500) の時間経過にともなう推移（装備率 50%）

Fig. 13 Transition of R(d, 500) (The penetration rate is 50%).

なう推移をそれぞれ表している．なお，装備率は 50%であ

る．時間経過にともない認識率が向上し，同時に，より高

精度な位置で認識できたことが分かる．特に，自車の現在

地周辺 300 m以内を対象とした場合（図 12），4秒経過時

点において周辺車両の約 67%を位置誤差 2.0m以下となる

精度で，その後，約 93%の車両を位置誤差 2.0m以下とな

る精度で認識している．同様に，自車の現在地周辺 500 m

以内を対象とした場合（図 13），4秒経過時点において周辺

車両の約 50%を位置誤差 2.0 m以下となる精度で，その後，

約 88%の車両を位置誤差 2.0m以下となる精度で認識して

いる．図 12 と図 13 を比較すると，R(d, 500)は R(d, 300)

と比べて若干悪化しているが，これはパケットロスの発生

により近接車両から送られる観測情報や推定情報を完全に

取得できず，パケットロスが発生しない環境と比べて生成

する推定位置候補の数が減少するためである．

次に，装備率を 10%から 100%に 10%刻みで変化させて，

装備率が周辺把握に与える影響を評価した．図 14 は 12秒

経過後の認識率 R(d, 500)を表す．装備率が高くなるにつ

れ，より高い割合の周辺把握を達成し，同時に高精度に位

置を推定できている．装備率が 30%程度であっても 60%程

度の車両を位置誤差 2.0m以下となる精度で認識している

ことから，車載器の普及段階において提案手法は有効であ

るといえる．

図 14 装備率が認識率 R(d, 500) に与える影響（12 秒経過時）

Fig. 14 Impact of the penetration rate on R(d, 500) (12 sec-

onds elapsed).

図 15 平均位置誤差の時間経過にともなう推移

Fig. 15 Transition of average position errors.

表 5 平均位置誤差の改善率（12 秒経過時）

Table 5 Improvement of average position errors (12 seconds

elapsed).

装備率 平均位置誤差 比較手法に対する改善率

20%（低） 1.1 m 40%

50%（中） 0.8 m 57%

80%（高） 0.6 m 70%

5.3.3 推定位置の精度向上

一般にカーナビゲーションなどのアプリケーションは過

去に測位した GPS位置や地図情報を用いて補正した位置

情報を利用している．そこで，過去および現在の GPS位

置や車両検出デバイスによる観測情報のみ，つまり，車両

で自律的に取得可能な情報のみを利用して位置を補正する

手法を本評価での比較手法とする．

まず，時間経過にともなう推定車両の平均位置誤差の

推移を調べた（図 15）．装備率を 20%（低），50%（中），

80%（高）としてそれぞれ評価を行ったが，表 5 に示す平

均位置誤差の抑制を達成している．装備率が高い方がより

精度の高い位置を得ることができているが，これは装備率

が高いほど近接車両の数が多くなるため，その分，多くの

推定位置候補を推定に利用できるためである．一方，時間

経過にともない平均位置誤差が収束する傾向にあることが

分かる．これは誤差の蓄積により過去に生成した推定位置
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図 16 装備率が平均位置誤差に与える影響

Fig. 16 Impact of the penetration rate on position errors.

候補の推定誤差が大きくなっており，そのような推定位置

候補は位置精度の向上に寄与しなくなったためである．

最後に，装備率を 10%から 100%に 10%刻みで変化させ

て装備率が平均位置誤差に与える影響を評価した．図 16

は 12秒経過時の平均位置誤差を表している．装備率が高

くなるにつれ平均位置誤差が小さくなる傾向にあるが，こ

れは図 15 の場合と同様で推定に利用する推定位置候補の

数の違いによる影響であり，装備率の向上にともない推定

位置候補数が増加するためである．一方，装備率が 50%を

超えると顕著な違いが見られないことも分かる．

6. まとめ

本論文では，自車の GPS位置と車両検出デバイスで検

出した車両の相対位置を利用し，車両間協調により周辺車

両の存在把握を行う手法を提案した．提案手法では，車載

器の非搭載車両が一定の比率で存在する想定のもとで，ま

ず，搭載車両が過去および現在に測位した GPS位置や相

対位置を用いて推定位置の候補と推定誤差を算出する．そ

して，その推定誤差の逆数を重みとする加重平均により車

両の現在地を推定し，推定結果を搭載車両間で共有する．

このとき，搭載車両間で最も高精度に推定できた推定結果

を保持することにより，自車の車両検出デバイスや車車間

通信による存在把握だけでは検出できない車両も含めた正

確な周辺把握を実現する．見通しの悪い交差点の周辺を対

象としたシミュレーション実験により，車載器の装備率が

30%程度であっても，自車周辺の半径 500 m以内に位置す

る車両の約 60%を一般的な道路の車線幅員以下となる位置

誤差 2.0 m以下に抑制して把握できることを確認し，提案

手法は車載器の普及段階において有効となることを示した．

今後の課題として，様々な交通状況における評価が必要

であると考えている．本論文の性能評価では交差点周辺の

道路を対象としたが，実環境では様々な交通状況や車両分

布の偏りがあるためである．そのため，GPSの実測値をモ

デルに組み込むことを検討している．また，提案手法では

車両検出デバイスによる検出はすべて四輪車両とするモデ

ルにしているが，実際には四輪車両と異なる動きをする二

輪車両や歩行者，道路上の障害物などが存在するため，そ

れらの識別や挙動予測を行い，より実環境に即した周辺把

握を実現できるよう改善していくことを検討したい．
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付 録

A.1 定理 1の証明

Proof. 積率母関数を用いて証明する．確率変数 Xi

（1 ≤ i ≤ n）の確率密度関数と積率母関数をそれぞれ

f(Xi)，MXi
(θ) と表す．Xiが平均 μ，分散 σ2

i の正規分布

に従うとき，MXi
(θ)は式 (A.1)で定義される．

MXi
(θ)=

∫ ∞

−∞
exp(θXi)f(Xi) dXi =exp

(
μθ+

1
2
σ2

i θ2
)

(A.1)

また，n個の確率変数の平均 X̄ の積率母関数をMX̄(θ)

として表すと式 (A.2)で定義される．

MX̄(θ) =
∫ ∞

−∞

∫ ∞

−∞
. . .

∫ ∞

−∞
exp

(
θ

∑n
i=1 Xi

n

)
f(X1,X2, . . . , Xn) dX1dX2 · · · dXn

=
∫ ∞

−∞

∫ ∞

−∞
. . .

∫ ∞

−∞

{
n∏

i=1

exp
(

θ

n
Xi

)}
f(X1,X2, . . . , Xn) dX1dX2 · · · dXn (A.2)

Xi は互いに独立であるため，MX̄(θ)は式 (A.3)のよう

に展開できる．

MX̄(θ) =
n∏

i=1

∫ ∞

−∞
exp

(
θ

n
Xi

)
f(Xi)dXi

=
n∏

i=1

MXi

(
θ

n

)

= exp

{
μθ +

1
2

∑n
i=1 σ2

i

n2
θ2

}
(A.3)
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これは平均 μ，分散
∑n

i=1 σ2
i /n2 の正規分布に従う確率

変数の積率母関数を表す．

A.2 定理 2の証明

Proof. 定理 1 と同様に積率母関数を用いて証明する．確

率変数Xi（1 ≤ i ≤ n）が平均 μ，分散 σ2
i の正規分布に従

うとき，積率母関数MXi
(θ)は式 (A.1)となる（f(Xi)は

確率密度関数を表す）．このとき，n個の確率変数の加重平

均 X̄ の積率母関数をM ′̄
X

(θ)として表すと式 (A.4)で定義

される．

M ′̄
X(θ) =

∫ ∞

−∞

∫ ∞

−∞
. . .

∫ ∞

−∞
exp

(
θ

∑n
i=1(Xi/σi)∑n
i=1(1/σi)

)
f(X1, X2, . . . , Xn) dX1dX2 · · · dXn

=
∫ ∞

−∞

∫ ∞

−∞
. . .

∫ ∞

−∞

{
n∏

i=1

exp
(

θ∑n
i=1(1/σi)

(Xi

σi

))}
f(X1, X2, . . . , Xn) dX1dX2 · · · dXn (A.4)

Xi は互いに独立であるため，M ′̄
X

(θ)は式 (A.5)のよう

に展開できる．

M ′̄
X(θ) =

n∏
i=1

∫ ∞

−∞
exp

(
θ

1/σi∑n
i=1 1/σi

Xi

)
f(Xi)dXi

=
n∏

i=1

MXi

(
θ

1/σi∑n
i=1 1/σi

)

= exp

{
μθ +

1
2

n(∑n
i=1(1/σi)

)2 θ2

}
(A.5)

これは平均 μ，分散 n/
(∑n

i=1(1/σi)
)2
の正規分布に従う

確率変数の積率母関数を表す．
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